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東 京 都 大 田 区 東 海 二 丁 目 ２ 番 １ 号

株 式 会 社 　 大 田 花 き

取締役兼代表執行役社長 磯 村 信 夫

第35回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。

さて、当社第35回定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご通知申しあげます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電

子提供措置事項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の

当社ウェブサイトに「第35回定時株主総会招集ご通知」として掲載しており

ます。以下の当社ウェブサイトにアクセスして、「IR情報」のページの「IR

ライブラリ」を選択して、ご確認くださいますようお願い申しあげます。

◎当社ウェブサイト　https://otakaki.co.jp/ir/

また、電子提供措置事項は、上記ウェブサイトのほか、東京証券取引所

（東証）のウェブサイトにも掲載しておりますので、以下の東証ウェブサイ

ト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、銘柄名「大田花き」また

は当社証券コード「7555」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情

報」の順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会資

料」欄よりご確認ください。

◎東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）

　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

なお、当日ご出席されない場合は、書面またはインターネットにより議決

権を行使することができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類を

ご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申しあげます。

敬　具
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記

１．日 時 2023年６月24日（土曜日）午前10時30分
（受付開始予定　午前9時30分）

２．場 所 東京都大田区東海三丁目２番１号
東京都中央卸売市場大田市場
事務棟２階　大ホール
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 １. 第35期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）事業

報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査委員
会の連結計算書類監査結果報告の件

２. 第35期（2022年４月１日から2023年３月31日まで）計算
書類報告の件

決 議 事 項
議案 取締役９名選任の件

４．議決権行使に
ついてのご案内

後記の【議決権行使についてのご案内】をご参照くださ
い。

以　上

◎当日ご出席の際は、お手数ながら議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださ
いますようお願い申しあげます。

◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、前頁に記載のインターネット上の当
社ウェブサイトおよび東証ウェブサイトにおいて、その旨、修正前および修正
後の事項を掲載いたします。

◎本株主総会においては、書面交付請求の有無にかかわらず、電子提供措置事項
を記載した書面を従前どおり株主の皆様にお送りいたします。

〈新型コロナウイルスへの対応につきまして〉

・本株主総会にご出席される株主様におかれましては、株主総会開催日現在の感
染状況やご自身の体調をお確かめのうえ、必要に応じマスク着用等の感染予防
にご配慮くださいますようお願い申しあげます。

・運営スタッフはマスクを着用させていただく予定ですので、ご理解くださいま
すようお願い申しあげます。

・感染リスクを低減するため、座席の間隔を広くすることから十分なお席をご用
意できない場合がございます。万が一お席をご用意できない場合は、会場への
入場を制限しますので、何卒ご容赦くださいますようお願い申しあげます。

・感染リスク低減のため開催時間を短縮して行いますので、議場における報告事
項の詳細な説明は省略させていただきます。
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆様の大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してく
ださいますようお願い申しあげます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に

ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を

行使される場合

インターネットで議決権を

行使される場合

同封の議決権行使書用紙を

会場受付にご提出くださ

い。

同封の議決権行使書用紙に

議案に対する賛否をご表示

のうえ、切手を貼らずにご

投函ください。

次ページの案内に従って、

議案の賛否をご入力くださ

い。

日　時 行使期限 行使期限

2023年６月24日（土曜日）

午前10時30分

（受付開始：午前９時30分）

2023年６月23日（金曜日）

午後５時到着分まで

2023年６月23日（金曜日）

午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
こちらに議案の賛否をご記入ください。

議案

● 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印

● 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

●
一部の候補者に

反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、

反対する候補者の番号を

ご記入ください。

※議決権行使書用紙はイメージです。

・議案に対して賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示をされたものとしてお取り扱いいたします。
・書面（郵送）およびインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決

　権行使を有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。

・インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたものを有効な議決権行使

　としてお取り扱いいたします。
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インターネット等による議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
ログインID・仮パスワードを

入力する方法

議決権行使書用紙に記載のログインID、仮パス

ワードを入力することなく、議決権行使サイト

にログインすることができます。

議決権行使

ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。2

QRコードを用いたログインは1回に限り可能です。
再行使する場合、もしくはQRコードを用いずに議決権を行使する
場合は、右の「ログインID・仮パスワードを入力する方法」をご
確認ください。

議決権行使書用紙に記載のQRコードを読み取ってください。1

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

新しいパスワードを登録する。3

「新しいパスワード」
を入力

「送信」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「ログインID・仮パスワード」

を入力しクリックしてください。
2

「ログインID・仮パス
ワード」を入力

「ログイン」を
クリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で

パソコンやスマートフォンの操作方法などが

ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部　ヘルプデスク

0120－173－027
（通話料無料／受付時間　９：00～21：00）
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

事　 業　 報　 告

１. 当社グループの現況に関する事項

(1) 当社グループの事業の経過およびその成果

① 事業の経過およびその成果

　　　当連結会計年度におけるわが国経済は、コロナ禍で依然社会活動は一部

制限されているものの、日常生活を取り戻そうとする動きが活発となりま

した。一方でロシアのウクライナ侵攻によりエネルギー、食料品、肥料な

どの値上がりが著しく、賃金を上げようとする動きが出てきたものの、可

処分所得は伸び悩んでおり、景気の先行きは不透明な状況が続いておりま

す。

　　　花き業界においてはアレンジメントやガーデニング、観葉植物など家で

楽しめるホームユース需要が堅調でした。外出機会の増加でイベント需要

が回復し、結婚式での需要はコロナ禍前の水準まで急増しました。葬儀や

法事などは人数を少なくして小規模で行うことが定着してきた為、金額で

はコロナ禍前に届かないものの、件数はコロナ禍前の水準に回復しまし

た。また、円安の環境下で切花の輸出が堅調でした。

　　　花きの国内生産量は高齢化や生産コストの高騰により減少が続いており

ます。一方、生産者は効率化を図る為に取引先を人口の多い都市部に絞る

動きが顕著となり、都内で市場を営む当社には荷物が集まりました。また

輸入品を扱う輸入商社も円安による仕入コストの上昇で、空港に近い大規

模市場に荷物を集約する流れが加速し、羽田空港と成田空港に近い当社に

は比較的潤沢に荷が揃う状況でした。

　　　このような状況下で地方市場や地方の大手小売店との取引が増加し、ま

た全国的にはwithコロナにおいて、需要に供給量が追い付かず単価高とな

ったことも売上好調の要因となりました。

　　　このような結果、当連結会計年度の業績は、売上高4,285,086千円（前

期比9.1％増）、営業利益304,086千円（前期比43.1％増）、経常利益

419,747千円（前期比69.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益
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306,130千円（前期比76.5％増）となりました。

　なお、当社グループは花き卸売事業単一セグメントであるため、セグメ

ント別の記載は行っておりません。

② 設備投資の状況

　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資の

総額は106,681千円であります。

　その主なものは、当社の低温貯蔵庫設置、空調設備更新、自動仕分設備

の維持、補強、せり場モニターの更新であります。

③ 資金調達の状況

　該当事項はありません。

④ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

⑤ 他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

⑥ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継

の状況

　該当事項はありません。

⑦ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

　該当事項はありません。

－ 6 －



区　　分
第32期

(2020年３月期)
第33期

(2021年３月期)
第34期

(2022年３月期)

第35期
(当連結会計年度)
(2023年３月期)

売 上 高(千円) 24,906,260 23,919,487 ※3,926,914 4,285,086

取 扱 高(千円) 24,906,260 23,919,487 27,659,535 31,138,123

親会社株主に帰属
する当期純利益又
は親会社株主に帰
属する当期純損失
（△）

(千円) 48,802 △6,508 173,440 306,130

１株当たり当期純利益
又は1株当たり当期純
損失（△）

（円) 9.59 △1.28 34.09 60.17

総 資 産(千円) 8,792,422 8,914,173 8,806,090 8,810,466

純 資 産(千円) 4,624,228 4,566,843 4,689,406 4,934,485

１ 株 当 た り 純 資 産（円） 908.91 897.63 921.72 969.89

区　　分
第32期

(2020年３月期)
第33期

(2021年３月期)
第34期

(2022年３月期)

第35期
(当事業年度)
(2023年３月期)

売 上 高(千円) 23,978,218 22,951,099 ※2,774,347 3,096,917

取 扱 高(千円) 23,978,218 22,951,099 26,562,035 30,025,561

当期純利益又は当
期純損失（△）

(千円) 34,485 △15,490 154,237 226,570

１株当たり当期純利益
又は1株当たり当期純
損失（△）

（円) 6.78 △3.04 30.32 44.53

総 資 産(千円) 8,731,354 8,829,298 8,712,217 8,644,050

純 資 産(千円) 4,796,363 4,729,996 4,833,358 4,998,876

１ 株 当 た り 純 資 産（円） 942.74 929.70 950.01 982.55

(2) 財産および損益の状況

① 当社グループの財産および損益の状況

※第34期の期首より「収益認識に関する会計基準」

（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を適用しております。

② 当社の財産および損益の状況

※第34期の期首より「収益認識に関する会計基準」

（企業会計基準第29号　2020年3月31日）等を適用しております。
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会社名 資本金
当社の議決権

比率
事業内容

株式会社九州大田花き 15,000千円 100％ 花き卸売・問屋業

株式会社大田ウィングス 15,000千円 100％ 不動産賃貸業

(3) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

(注)当事業年度末日において特定完全子会社はありません。

(4) 対処すべき課題

　花き業界は、国内花き生産者の高齢化や生産コストの高騰による生産量減

少、花き小売商高齢化による廃業、物流におけるドライバー不足、世界的な

物流網混乱によるサプライチェーンの分断など、生産・物流が抱える厳しい

課題が絡み合い、未だ楽観を許さない状況が続いております。

　このような事業環境の中、当社グループとしましては、社会インフラであ

る卸売市場を基軸として、生活者に求められる商品の供給・提案を行うとと

もに、新たな需要を掘り起こすべく、消費活動を牽引する取り組みを行って

まいります。また、地域の花き流通拠点である地方市場との取り組みを強化

し、地域文化の継承・花文化の普及に努めるとともに、消費拡大のため商品

供給の充足と流通改善に注力し、業界の発展に取り組んでまいります｡

　これらを実現するためにも一層のコーポレート・ガバナンスを徹底し、同

時に品質、情報、流通の管理ビジョン「確実なパスワーク」を明確にし、経

営機能を強化してまいります。
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(5) 主要な事業内容（2023年３月31日現在）

・花き卸売事業

花きおよびその加工品の受託販売ならびに購入販売等

①当社

本社：東京都大田区

②子会社

株式会社九州大田花き

株式会社大田ウィングス

本社：福岡県福岡市博多区

本社：東京都大田区

(6) 主要な事業所（2023年３月31日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減

189名 増減なし

従業員数 前事業年度末比増減 平均年齢 平均勤続年数

182名 増減なし 41.8歳 15.9年

(7) 従業員の状況（2023年３月31日現在）

①当社グループの従業員の状況

(注)1. 上記のほか、パートアルバイトとして20名（1日8時間換算による月平均人

数）、参与として１名がおります。

2. 上記従業員数は無期契約社員を含めたものとなっております。

②当社の従業員の状況

(注)1. 上記のほか、パートアルバイトとして19名（1日8時間換算による月平均人

数）、参与として１名がおります。

2. 上記従業員数は無期契約社員を含めたものとなっております。

借　入　先 借　入　額

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 420,000千円

株式会社三井住友銀行 282,570千円

株式会社みずほ銀行 268,284千円

(8) 主要な借入先の状況（2023年３月31日現在）

(9) その他当社グループの現況に関する重要な事項

　特記すべき事項はありません。
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(1) 発行可能株式総数 20,000,000株

(2) 発行済株式の総数 5,500,000株

(3) 株主数 1,426名

(4) 大株主（上位11名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

株式会社大森園芸ホールディングス 1,640千株 32.23％

東 京 青 果 株 式 会 社 500 9.82

小 杉 圭 一 480 9.43

株 式 会 社 大 森 園 芸 400 7.86

磯 村 信 夫 160 3.14

大 田 花 き 従 業 員 持 株 会 159 3.13

株式会社都立コーポレーション 156 3.06

柴 　 崎 　 太 喜 一 142 2.80

株式会社南関東花き園芸卸売市場 105 2.06

札 幌 花 き 園 芸 株 式 会 社 100 1.96

株 式 会 社 花 満 100 1.96

２. 株式に関する事項（2023年３月31日現在）

（自己株式　412,326株を含む。）

（注）1.当社は、自己株式を412,326株保有しておりますが、上記大株主からは除外して

おります。

2.持株比率は自己株式(412,326株)を控除して計算しております。

(5) 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

該当事項はありません。

３. 新株予約権等に関する事項

(1) 当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価として

交付した新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約権

の状況

該当事項はありません。
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地 位 氏 名 担 当 重要な兼職の状況

取 締 役 磯 村 信 夫

取締役会会長

指 名 委 員

報 酬 委 員

株 式 会 社 大 森 園 芸 取 締 役

花 き 施 設 整 備 有 限 会 社 取 締 役

株式会社大田花き花の生活研究所取締役

株式会社大田ウィングス代表取締役社長

取 締 役 中 山 俊 博
指 名 委 員

報 酬 委 員

取 締 役 奥 野 義 博
指 名 委 員

監 査 委 員

取 締 役 菊 田 一 郎
指 名 委 員

報 酬 委 員
L - T e c h  L a b 代 表

取 締 役 小 川 正 則
指 名 委 員

報 酬 委 員

取 締 役 須 磨 佳 津 江
指 名 委 員

報 酬 委 員

取 締 役 内 田 善 昭 監査委員長 内 田 善 昭 公 認 会 計 士 事 務 所 所 長

取 締 役 磯 村 隆 夫
指名委員長

報 酬 委 員

株 式 会 社 大 森 園 芸 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 代 表 取 締 役 社 長

株 式 会 社 大 森 園 芸 代 表 取 締 役 社 長

フィリップ モリス フォーチュン タバコ

RRP部門トレードストラテジー マネージャー

取 締 役 川 田 光 太
報酬委員長

監 査 委 員
東 京 青 果 株 式 会 社 専 務 取 締 役

４. 会社役員に関する事項
（1）取締役および執行役の状況（2023年３月31日現在）

① 取締役

（注）1.取締役中山俊博、奥野義博、菊田一郎、小川正則、須磨佳津江、内田善昭、川田光太の

各氏は、社外取締役であります。

　　　2.監査委員長である内田善昭氏は、公認会計士および税理士の資格を有しており、財務お

よび会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

　　　3.当社は、取締役内田善昭氏と取締役奥野義博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。

　　　4.当社は、監査委員会の職務を補助するものとして、監査委員会事務局を設置し、重要会

議への出席等を通じて情報収集を行うほか、内部監査室と連係のうえ、執行役から定期

的にヒアリングを行い、監査の実効性を確保していることから、常勤の監査委員を設置

しておりません。

　　　5.取締役川田光太氏は、2023年6月に東京青果株式会社代表取締役社長に就任予定です。
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地 位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代表執行役社長 磯 村 信 夫

株 式 会 社 大 森 園 芸 取 締 役

花 き 施 設 整 備 有 限 会 社 取 締 役

株式会社大田花き花の生活研究所取締役

株式会社大田ウィングス代表取締役社長

執 行 役 副 社 長 小 杉 圭 一 株 式 会 社 九 州 大 田 花 き 取 締 役

執 行 役 専 務 萩 原 正 臣
情 報 シ ス テ ム 本 部 長

株 式 会 社 九 州 大 田 花 き 取 締 役

執 行 役 常 務 吉 武 利 秀
ロ ジ ス テ ィ ッ ク 本 部 長

株 式 会 社 大 田 ウ ィ ン グ ス 取 締 役

執 行 役 金 子 和 彦

管 理 本 部 長

株式会社とうほくフラワーサポート監査役

株 式 会 社 九 州 大 田 花 き 監 査 役

株式会社大田花き花の生活研究所監査役

株 式 会 社 大 田 ウ ィ ン グ ス 監 査 役

執 行 役 淺 沼 建 夫
営 業 本 部 長

株 式 会 社 大 田 ウ ィ ン グ ス 取 締 役

執 行 役 平 野 俊 雄 ロ ジ ス テ ィ ッ ク 本 部 副 本 部 長

執 行 役 加 藤 了 嗣
社 長 室 長

株式会社大田花き花の生活研究所取締役

区 分
報 酬 等
の 総 額
( 千 円 )

報酬等の種類別総額
( 千 円 )

対象となる
役員の員数

（ 名 ）基本報酬 賞 与

取 締 役
（うち社外取締役）

15,600
(13,800)

15,600
(13,800)

－
(－)

8
(7)

執 行 役 143,456 127,515 15,941 8

合 計
（うち社外取締役）

159,056
(13,800)

143,115
(13,800)

15,941
(－)

16
(7)

② 執行役

（2）責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第423

条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が規定する最低責任限度

額としております。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　該当事項はありません。

（4）取締役および執行役の報酬等

① 当事業年度に係る取締役および執行役の報酬等の額
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（注）期末現在の人員は、取締役９名、執行役８名で、取締役の内１名は執行役を兼任して
いるため、役員の総数は16名です。取締役と執行役の兼任者については、執行役の欄
に支給人員・支給額を記載しており、取締役の欄には含まれておりません。

② 報酬委員会による取締役および執行役の報酬等の決定に関する方針

　当社の報酬委員会は、以下のとおり取締役および執行役の報酬等の決定

に関する方針を定めております。

イ. 基本方針

　報酬委員会は、取締役および執行役の報酬等の基準を公平かつ適正に

定めることを目的とし、優秀な人材を確保・維持できる水準を勘案しつ

つ、業績に見合った額を支給することとしております。

ロ. 報酬体系

　ａ. 取締役報酬

　取締役が受ける報酬については、その主な職務が監督機能であり、

業務執行から独立した立場であることから、固定報酬としての基本報

酬のみ支給しております。基本報酬の支給水準については、前年度の

支給実績を参考にしつつ、職責に応じて、経営環境等を勘案して決定

しております。

　ｂ. 執行役報酬

　執行役が受ける報酬については、基本報酬と賞与で構成されており

ます。基本報酬は、役位に応じて決定した額を固定報酬として毎月支

給しております。賞与は、業績向上と企業価値増大へのインセンティ

ブを高める観点から、業績を参考に決定しております。

ハ. 報酬委員会の活動内容

　報酬委員会は、以下のとおり取締役および執行役が受ける報酬の妥当

性に関する審議を行い、個人別報酬を決定いたしました。

　・2022年6月25日：取締役および執行役の報酬について

　・2023年3月10日：取締役と執行役の報酬および執行役の賞与について

ニ. 個人別の報酬等の内容が決定方針に沿うと報酬委員会が判断した理由

　取締役および執行役の個人別の報酬等の内容の決定に当たっては、社

外取締役が過半数を占める報酬委員会が決定方針との整合性を含めた多

角的な検討を行っていることから、決定方針に沿うものであると判断し

ております。
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（5）社外役員に関する事項

① 他の法人等の業務執行者としての重要な兼職の状況および当社と当該他の

法人等との関係

イ．取締役菊田一郎氏は、L-Tech Labの代表を兼務しております。なお、当

社はL-Tech Labとの間には特別な関係はありません。

ロ．取締役内田善昭氏は、内田善昭公認会計士事務所の所長を兼務しており

ます。なお、当社は内田善昭公認会計士事務所との間には特別な関係はあ

りません。

ハ．取締役川田光太氏は、東京青果株式会社の専務取締役を兼務しておりま

す。なお、当社は東京青果株式会社との間には特別な関係はありません。

② 他の法人等の社外役員等としての重要な兼任の状況および当社と当該他の

法人等との関係

該当事項はありません。

③ 主要取引先等特定関係事業者との関係

該当事項はありません。
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取締役会（９回開催） 出席状況、発言状況および
期待される役割に関して行った職務の概要出席回数 出 席 率

取 締 役 中 山 俊 博 ９回 100%

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、他
社での企業経営経験と高い見識から、議案審
議等に必要な発言を適宜行っており、必要に
応じ社外の立場から意見を述べております。

取 締 役 奥 野 義 博 ９回 100%

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、他
社での企業経営経験と高い見識から、議案審
議等に必要な発言を適宜行っており、必要に
応じ社外の立場から意見を述べております。

取 締 役 菊 田 一 郎 ９回 100%

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、他
社での企業経営経験と高い見識から、議案審
議等に必要な発言を適宜行っており、必要に
応じ社外の立場から意見を述べております。

取 締 役 小 川 正 則 ９回 100%

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、他
社での企業経営経験と高い見識から、議案審
議等に必要な発言を適宜行っており、必要に
応じ社外の立場から意見を述べております。

取 締 役 須 磨 佳 津 江 ７回 77%

出席した取締役会において、他社での事業運
営経験と高い見識から、議案審議等に必要な
発言を適宜行っており、必要に応じ社外の立
場から意見 を述べております。

取 締 役 内 田 善 昭 ９回 100%

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、公
認会計士および税理士としての専門的見地か
ら、議案審議等に必要な発言を適宜行ってお
り、必要に応じ社外の立場から意見を述べて
おります。

取 締 役 川 田 光 太 ９回 100%

当事業年度開催の取締役会全てに出席し、他
社での企業経営経験と高い見識から、議案審
議等に必要な発言を適宜行っており、必要に
応じ社外の立場から意見を述べております。

監査委員会（７回開催)
出席状況および発言状況

出席回数 出 席 率

監査委員長 内 田 善 昭 ７回 100%
当事業年度開催の監査委員会全てに出席し、
議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 委 員 奥 野 義 博 ７回 100%
当事業年度開催の監査委員会全てに出席し、
議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

監 査 委 員 川 田 光 太 ７回 100%
当事業年度開催の監査委員会全てに出席し、
議案審議等に必要な発言を適宜行っておりま
す。

④ 当事業年度における主な活動状況

イ．取締役会への出席状況および活動状況

ロ. 監査委員会への出席状況および活動状況
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支 払 額

①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 23,000千円

②当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その
他の財産上の利益の合計額

23,000千円

５．会計監査人の状況

（1）名称 興亜監査法人

（2）報酬等の額

（注）1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、当事業

年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

2. 当社監査委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬の

算定根拠および決定のプロセス等の客観性・合理性について必要な検証を行いまし

た。さらに、過去の報酬実績等と比較検討し、会計監査人の報酬等の額について妥当

と認め、同意の判断をいたしました。

3. 当社の重要な子会社である株式会社九州大田花きおよび株式会社大田ウィングスにつ

きましても、興亜監査法人の監査を受けております。

（3）非監査業務の内容

該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　監査委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不

再任に関する議案の内容を決定いたします。

　また、会計監査人を法定の解任事由に基づき解任する場合には、全員一

致の決議によって、会計監査人を解任いたします。この場合においては、

監査委員会が選定した監査委員が、解任後最初の株主総会において、解任

の旨およびその理由を報告いたします。
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６. 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

　執行役の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概

要は以下のとおりであります。

① 当社の執行役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　執行役は、「執行役規則」、「文書処理規程」に従い、職務執行に係る

情報の文書を適切に保存および管理する。

（運用状況）

　執行役は、社内規程に基づき職務執行に係る情報の文書を適切に管理し

ており、監査委員会が求めたときは、いつでも文書を閲覧に供するなど適

切に対応しております。

② 当社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　業務執行から生じるリスクを一定の範囲にとどめるリスク管理活動が重

要との認識のもと、「リスク管理規程」を定め、リスク管理体制を整備

し、管理する。

（運用状況）

　「リスク管理規程」を定め、リスク管理体制を整備しており、リスク管

理部門の責任者は、当社がさらされているリスクを適切に認識・把握し、

これを管理しております。また、リスクの状況その他のリスク管理上の情

報につき執行役社長および監査委員会に報告し、必要に応じて提言を行っ

ております。

③ 当社の執行役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体

制

　「執行役会規則」、「執行役職務分掌規程」に基づく職務執行体制をと

り、執行役の職務執行の適法性と効率性の確保を図る。

（運用状況）

　執行役会を定期的にまたは必要に応じて臨時に開催し、迅速な意思決定

を行っております。業務執行に係る重要案件については、取締役会へ報告

し、職務執行の適法性、効率性を図っております。
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④ 当社の執行役および使用人の職務の執行が法令および定款に適合するこ

とを確保するための体制

　執行役および使用人の職務の執行が、法令および定款に適合することを

確保するため、経営理念、行動基準を定める。また、「コンプライアンス

規程」、「内部通報規程」等の社内規則を制定し、法令等を遵守するため

の体制を整備する。

（運用状況）

　経営理念および行動基準は常に社内で閲覧できる状態にあり、機会ある

毎に社内周知、社内教育を行うとともに、代表執行役社長自らが企業理念

を役職員に伝えております。また、風通しの良い社風維持を心掛け、社内

におけるコンプライアンス違反行為に気がついたときは、報告・連絡・相

談が迅速に行われるようにしております。

　法令等に関して疑義のある行為が発生した場合または発生するおそれが

ある場合には、厳正な調査を行い、改善・再発防止策を実施しておりま

す。加えて重要な法務的問題およびコンプライアンスに関する事項につい

ては、社外の弁護士と適宜協議し指導を受けております。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制

　「子会社管理規程」に基づき、当社グループの管理体制を定め、業務の

適正を確保する。また、「内部監査規程」に基づき、内部監査室が、当社

グループの内部管理体制の適切性および有効性を検証および評価する。

（運用状況）

　定期的に当社グループ会議を開催し、当社グループの業務執行状況の報

告を受けております。また、当社グループの事業に関して、法令遵守体

制、リスク管理体制を整備するため、当社内部監査室、社長室および管理

本部はこれらを横断的に管理しております。

⑥ 当社の監査委員会の職務を補助すべき使用人に関する事項

　監査委員会の職務を補助するため、使用人からなる監査委員会事務局を

置く。

（運用状況）

　監査委員会の職務を補助するため、監査委員会事務局を置き、運営にあ

たっております。
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⑦ 前号の使用人の執行役からの独立性に関する事項および当該使用人に対

する監査委員会の指示の実効性の確保に関する事項

　監査委員会事務局員の人事等については、あらかじめ監査委員会の同意

を得て決定する。

（運用状況）

　監査委員会事務局員の人事等は、監査委員会と協議の上決定しておりま

す。

⑧ 当社の監査委員会への報告に関する体制

1）当社の執行役および使用人が監査委員会に報告するための体制

　「監査委員会に対する報告に関する規程」を定め、執行役および使用人

が監査委員会に報告する。また、「内部監査規程」に基づき、内部監査室

長は内部監査終了後、内部監査で発見・指摘した問題点等およびこれに関

する評価・意見を記載し、内部監査部門担当執行役および監査委員会に報

告する。

（運用状況）

　監査委員会を組織する監査委員は、取締役会および経営会議等に出席す

ることにより、執行役および使用人から業務の執行状況ならびに社内の重

要な情報を把握しております。

　執行役および使用人は、監査委員会に対して以下の事項を報告しており

ます。

イ. 執行役

・取締役会の決議により委任を受けた事項を決定したときは、当該決

定に関する事項

・会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を発見したときは、当

該事実に関する事項

・各部門の業務遂行状況

ロ. 使用人

・各部門の月次業務遂行状況

2）子会社の取締役、監査役、業務を執行する社員および使用人またはこれ

らの者から報告を受けた者が当社の監査委員会に報告するための体制

　子会社の役員および社員等は、監査委員から業務執行について報告を求

められたときは、速やかに報告を行う。また、「内部通報規程」に基づ

き、本社内部監査室が事実関係の調査の結果、法令違反行為が行われてい

る事を確認した時は、直ちに本社または子会社に報告する。
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（運用状況）

　当社グループの役員および使用人等は、当社監査委員会から業務に関す

る事項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行ってお

ります。

⑨ 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを

受けないことを確保するための体制

　監査委員会に対して上記報告を行ったことを理由として当該報告者は不

利な取扱いを受けないものとする。

（運用状況）

　当社グループ各社において上記方針を徹底しております。

⑩ 当社の監査委員の職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係

る方針に関する事項

　監査委員が職務の執行において、費用の請求をしたときは、その費用等

が当該監査委員の職務に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当

該費用等を処理する。

（運用状況）

　監査委員の請求に従い、適切に対応しております。

⑪ その他当社の監査委員会の監査が実効的に行われることを確保するため

の体制

　監査委員は経営会議等の重要な会議へ出席し、情報意見交換を行う。ま

た、内部監査室と連携をとり、必要に応じて内部監査室に調査を求める。

（運用状況）

　監査委員会は、執行役、使用人等の職務執行に対して厳格な監督を行

い、必要に応じて執行役、使用人等に説明を求めております。さらに稟議

書等を閲覧することにより監査の実効性の向上を図っております。
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７. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主価値を重視した経営を重要課題の１つと考え、株主の皆様に

長期的かつ安定して当社株式を保有していただくため、安定した配当を継続

的に行っていきたいと考えております。そのうえで、事業年度の収益状況や

今後の見通し、配当性向、キャッシュ・フローを勘案して適切な配当を実施

してまいります。併せて企業体質の強化ならびに競争力を増強するための戦

略的投資に備えるため、内部留保金を継続して確保してまいります。

なお、剰余金の配当等の決定機関は取締役会であります。

　当期においては、創業以来、過去最高の取扱額となりましたので、株主の

皆様に感謝の意を表するとともにご支援にお応えするため、１株当たり３円

の特別配当を実施することといたしました。

これにより、当期の剰余金の配当につきまして、１株当たり普通配当12円に

特別配当３円を加え、１株当たり15円とさせていただきました。
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科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

4,175,593

1,678,358

2,360,224

971

90,585

148,204

△102,751

4,634,873

2,975,453

2,594,640

0

273,672

87,752

19,387

95,333

91,068

4,265

1,564,086

757,982

202,135

6,717

49,731

180,457

350,475

63,462

△46,875
　

（負 債 の 部）

流 動 負 債 2,230,946

受 託 販 売 未 払 金 1,476,909

買 掛 金 60,196

1年内返済予定の長期借入金 292,908

リ ー ス 債 務 10,454

未 払 金 59,912

未 払 法 人 税 等 91,764

未 払 消 費 税 等 60,632

賞 与 引 当 金 20,500

そ の 他 157,668

固 定 負 債 1,645,035

長 期 借 入 金 677,946

リ ー ス 債 務 11,391

繰 延 税 金 負 債 19,589

退職給付に係る負債 489,164

資 産 除 去 債 務 145,093

預 り 保 証 金 212,250

長 期 未 払 金 89,600

負 債 合 計 3,875,981

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 4,934,485

資 本 金 551,500

資 本 剰 余 金 402,866

利 益 剰 余 金 4,330,657

自 己 株 式 △350,539

純 資 産 合 計 4,934,485

資 産 合 計 8,810,466 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,810,466

連 結 貸 借 対 照 表

（2023年３月31日現在）
（単位：千円）
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

科 目 金 額

売 上 高 4,285,086

売 上 原 価 1,218,825

売 上 総 利 益 3,066,261

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,762,174

営 業 利 益 304,086

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,993

受 取 配 当 金 11,459

保 険 返 戻 金 33,731

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 59,342

そ の 他 17,852 125,380

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,458

固 定 資 産 除 却 損 5,261 9,719

経 常 利 益 419,747

特 別 利 益

補 助 金 収 入 33,791

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 33,791

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 419,747

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 121,674

法 人 税 等 調 整 額 △8,058 113,616

当 期 純 利 益 306,130

非支配株主に帰属する当期純利益 －

親会社株主に帰属する当期純利益 306,130

連 結 損 益 計 算 書

（単位：千円）
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

株 主 資 本

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 551,500 402,866 4,085,579 △350,539 4,689,406 4,689,406

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △61,052 △61,052 △61,052

親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益

306,130 306,130 306,130

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 245,078 ― 245,078 245,078

当 期 末 残 高 551,500 402,866 4,330,657 △350,539 4,934,485 4,934,485

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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①連結子会社の状況

・連結子会社の数 ２社

・連結子会社の名称 株式会社九州大田花き

株式会社大田ウィングス

②非連結子会社

・主要な非連結子会社の名称 株式会社大田花き花の生活研究所

・連結の範囲から除いた理由 株式会社大田花き花の生活研究所は小規

模であり、総資産、売上高、当期純損益

(持分に見合う額)及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結計算書

類に重要な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲から除いております。

①持分法を適用した関連会社の状況

・持分法を適用した関連会社数 ３社

・持分法を適用した関連会社の名称 株式会社とうほくフラワーサポート

株式会社ディーオーシー

花き施設整備有限会社

②持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

・持分法を適用しない主要な会社等の名称 株式会社大田花き花の生活研究所

・持分法を適用しない理由 当期純損益（持分に見合う額）及び利益

剰余金（持分に見合う額）等からみて、

持分法の対象から除いても連結計算書類

に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため、持分法の適

用範囲から除外しております。

【連結注記表】

１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（1）連結の範囲に関する事項

（2）持分法の適用の範囲に関する事項

（3）連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

－ 25 －



イ. その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法）を採用しておりま

す。

イ. 有形固定資産(リース資産を除く)

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建

物附属設備を除く）並びに2016年４月1日以降に取

得した建物附属設備及び構築物については、定額

法を採用しております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりでありま

す。

建物及び構築物　　　　３～47年

機械装置及び運搬具　　２～12年

器具及び備品　　　　　３～20年

また、取得価額が100千円以上200千円未満の少額

減価償却資産については、３年間で均等償却して

おります。

ロ. 無形固定資産(リース資産を除く)

自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づく定額法によってお

ります。

ハ. リース資産

所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリー

ス資産については、リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法を採用しております。

ニ. 長期前払費用

定額法を採用しております。

（4）会計方針に関する事項

①重要な資産の評価基準及び評価方法

②重要な減価償却資産の減価償却の方法
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イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給

見込額に基づき計上しております。

　退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

③重要な引当金の計上基準

④重要な収益及び費用の計上基準

　花き卸売事業における委託取引に係る収益は、生産者からの委託商品を購入者へ引

き渡し売買仕切書を発行することを履行義務として識別しており、売買仕切書発行時

点で収益を認識しております。

　花き卸売事業における買付取引に係る収益は、商品の出荷を履行義務として識別し

ており、商品の出荷時点で収益を認識しております。

⑤退職給付に係る会計処理の方法

２.会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年

６月17日。以下「時価算定 会計基準適用指針」という。）を当連結会計年度の期首か

ら適用し、時価算定会計基準適用指針第27-２ 項に定める経過的な取扱いに従って、時

価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといた

しました。これによる影響はありません。

３.会計上の見積りに関する注記

（貸付金に対する貸倒引当金の見積り）

①当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　当連結会計年度末において、連結貸借対照表上、短期貸付金90,585千円、長期貸付金

202,135千円を計上し、貸倒引当金149,626千円を計上しております。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　貸付先企業の財政状態や事業活動内容を評価するとともに、債権保全のための担保権

を設定した上で回収可能性の判定を行い、貸倒引当金を見積もっております。
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有形固定資産の減価償却累計額 3,272,816千円

普通株式 5,500,000株

　当該見積りについて、将来の貸付先の財政状態や担保資産の評価額の変動により見直

しが必要となった場合、翌連結会計年度以降の連結計算書類において貸倒引当金の額に

影響を与える可能性があります。

４.連結貸借対照表に関する注記

５.連結株主資本等変動計算書に関する注記

（1）当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

（2）剰余金の配当に関する事項

①配当金支払額等

2022年５月27日開催の取締役会決議による配当に関する事項

・配当金の総額　　　　61,052千円

・１株当たり配当額　　12円

・基準日　　　　　　　2022年３月31日

・効力発生日　　　　　2022年６月27日
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①金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金等限定し、資金調達につい

ては、設備投資計画に基づき、主に銀行借入により調達しております。

②金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

売掛金は、事業活動から生じた営業債権であり、顧客の信用リスクが存在しま

す。

当該リスクに関しては、グループ各社の債権管理規定に基づき、取引先ごとの

期日・残高管理を行い、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握に努めてお

ります。

受託販売未払金は、事業活動から生じた営業債務であり、そのほとんどが40日

以内に支払期日が到来します。

借入金は、主に建物の建築に要した資金の借入であり、固定金利で調達するこ

とにより金利の変動リスクを回避しております。

連結貸借対照表

計上額
時価 差額

長期借入金

（１年内返済予定の長期借入金を含む）

970,854 968,799 △2,054

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度

になるもの

2023年５月26日開催の取締役会決議において次の通り決議いたしました。

・配当金の総額　　　　76,315千円

・１株当たり配当額　　15円

・配当の原資　　　　　利益剰余金

・基準日　　　　　　　2023年３月31日

・効力発生日　　　　　2023年６月26日

６.金融商品に関する注記

（1）金融商品の状況に関する事項

（2）金融商品の時価等に関する事項

2023年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。

（単位：千円）

(注) １.「現金及び預金」については、現金であること、および預金は短期間で決済さ

れるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しておりま

す。
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区　分
当連結会計年度

（2023年３月31日）

非上場株式 757,982

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金 － 968,799 － 968,799

２.「売掛金」「受託販売未払金」については、短期間で決済されるため時価が帳

簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

３. 市場価格のない株式等

（単位：千円）

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、

以下の３つのレベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場におい

て形成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相

場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプ

ット以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらの

インプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレ

ベルに時価を分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

該当事項はありません。

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2023年３月31日）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

長期借入金

借入金については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類してお

ります。
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取扱品目別 売上高（千円） 構成比（％）

受託品（切花） 2,716,936 63.4

受託品（鉢物） 106,780 2.5

買付品 1,103,404 25.7

その他 357,965 8.4

顧客との契約から生じる

収益
4,285,086 100.0

その他の収益 － －

外部顧客への売上高 4,285,086 100.0

（1）1株当たり純資産額 969円89銭

（2）1株当たり当期純利益  60円17銭

７.収益認識に関する注記

（1）顧客との契約から生じる収益を分解した情報

主要な財又はサービス別に分解した収益の情報は以下のとおりであります。

（2）顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　連結注記表「１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

（4）会計方針に関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり

ます。

８.１株当たり情報に関する注記

９.重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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（2023年３月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

前 渡 金

前 払 費 用

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

器 具 及 び 備 品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

破 産 更 生 債 権 等

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

開設者預託保証金

保 険 積 立 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

投 資 損 失 引 当 金
　

4,065,565

1,490,703

2,320,476

17

34,376

202,041

120,701

△102,751

4,578,484

478,870

104,054

29

271,756

87,752

15,278

95,333

91,068

4,265

4,004,279

432,998

534,556

600

2,533,423

6,717

1,013

180,457

8,000

350,475

14,514

△46,875

△11,600
　

流 動 負 債 2,172,366
受 託 販 売 未 払 金 1,483,950
買 掛 金 22,004
１年内返済予定の長期借入金 292,908
リ ー ス 債 務 8,849
未 払 金 55,216
未 払 費 用 84,620
未 払 法 人 税 等 82,355
未 払 消 費 税 等 51,485
前 受 金 2,824
預 り 金 64,690
前 受 収 益 2,083
賞 与 引 当 金 20,500
そ の 他 878

固 定 負 債 1,472,807
長 期 借 入 金 677,946
リ ー ス 債 務 8,496
退 職 給 付 引 当 金 489,164
預 り 保 証 金 207,600
長 期 未 払 金 89,600

負 債 合 計 3,645,174
（純 資 産 の 部）

株 主 資 本 4,998,876
資 本 金 551,500
資 本 剰 余 金 402,866

資 本 準 備 金 389,450
その他資本剰余金 13,416

利 益 剰 余 金 4,395,048
利 益 準 備 金 30,125
その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 0
別 途 積 立 金 4,077,000
繰越利益剰余金 287,923

自 己 株 式 △350,539

純 資 産 合 計 4,998,876
資 産 合 計 8,644,050 負 債 ・ 純 資 産 合 計 8,644,050

貸　借　対　照　表
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 3,096,917

売 上 原 価 116,925

売 上 総 利 益 2,979,991

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,738,348

営 業 利 益 241,643

営 業 外 収 益

受 取 利 息 28,020

受 取 配 当 金 17,209

保 険 返 戻 金 33,731

そ の 他 17,198 96,160

営 業 外 費 用

支 払 利 息 4,458

固 定 資 産 除 却 損 5,261

そ の 他 4 9,724

経 常 利 益 328,079

特 別 利 益

補 助 金 収 入 33,791

特 別 損 失

固 定 資 産 圧 縮 損 33,791

税 引 前 当 期 純 利 益 328,079

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 105,824

法 人 税 等 調 整 額 △4,314 101,509

当 期 純 利 益 226,570

損　益　計　算　書
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( 2022年４月１日から
2023年３月31日まで ）

（単位：千円）

株　　　主　　　資　　　本

資本金

資　本　剰　余　金 利　益　剰　余　金

資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
固定資産

圧縮積立金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当 期 首 残 高 551,500 389,450 13,416 402,866 30,125 0 4,045,168 154,237 4,229,530

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △61,052 △61,052

別 途 積 立 金

の 積 立
31,831 △31,831 －

当 期 純 利 益 226,570 226,570

当期変動額合計 － － － － － － 31,831 133,686 165,518

当 期 末 残 高 551,500 389,450 13,416 402,866 30,125 0 4,077,000 287,923 4,395,048

株主資本

純資産合計
自己株式

株主資本

合計

当 期 首 残 高 △350,539 4,833,358 4,833,358

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △61,052 △61,052

別 途 積 立 金

の 積 立
－ －

当 期 純 利 益 226,570 226,570

当期変動額合計 － 165,518 165,518

当 期 末 残 高 △350,539 4,998,876 4,998,876

株主資本等変動計算書
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イ　子会社株式及び関連会社

株式

移動平均法による原価法を採用しております。

ロ　その他有価証券

・市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。

・商品 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下

による簿価切下げの方法）を採用しております。

①有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附

属設備を除く）並びに2016年４月1日以降に取得した

建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し

ております。

なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

建物　　　　　３～47年

構築物　　　　10～20年

器具及び備品　３～20年

また、取得価額が100千円以上200千円未満の少額減価

償却資産については、３年間で均等償却しておりま

す。

②無形固定資産

（リース資産を除く）

自社利用のソフトウエアについては、社内における利

用可能期間（５年）に基づく定額法によっておりま

す。

③リース資産 所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資

産については、リース期間を耐用年数として、残存価

額を零とする定額法を採用しております。

④長期前払費用 定額法を採用しております。

【個別注記表】

１.重要な会計方針に係る事項

（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　①有価証券の評価基準及び評価方法

　②棚卸資産の評価基準及び評価方法

（2）固定資産の減価償却の方法
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①貸倒引当金 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

②投資損失引当金 関係会社への投資に係る損失に備えるため、当該会社

の財政状態の実情を勘案して必要額を計上しておりま

す。

③賞与引当金 従業員に対して支給する賞与に備えるため、支給見込

額に基づき計上しております。

④退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、簡便法により当事業

年度における自己都合退職による期末要支給額を計上

しております。

（3）引当金の計上基準

（4）収益及び費用の計上基準

　当社の主な収益は花き卸売事業における委託取引であり、生産者からの委託商品を購

入者へ引き渡し売買仕切書を発行することを履行義務として識別しており、売買仕切書

発行時点で収益を認識しております。

２.会計方針の変更に関する注記

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年

６月17日。以下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用

し、時価算定会計基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定

会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することといたしまし

た。これによる影響はありません。

３.会計上の見積りに関する注記

（貸付金に対する貸倒引当金の見積り）

①当事業年度の計算書類に計上した金額

　当事業年度末において、貸借対照表上、短期貸付金202,041千円、長期貸付金

2,533,423千円を計上し、貸倒引当金149,626千円を計上しております。

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　貸付先企業の財政状態や事業活動内容を評価するとともに、債権保全のための担保権

を設定した上で回収可能性の判定を行い、貸倒引当金を見積もっております。

　当該見積りについて、将来の貸付先の財政状態や担保資産の評価額の変動により見直
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（1）有形固定資産の減価償却累計額 2,335,819千円

① 短期金銭債権 192,006千円

② 長期金銭債権 2,331,288千円

③ 短期金銭債務 8,110千円

④ 長期金銭債務 2,600千円

① 営業取引による取引高 364,885千円

② 営業取引以外の取引高 34,057千円

しが必要となった場合、翌事業年度以降の計算書類において貸倒引当金の額に影響を与

える可能性があります。

４.貸借対照表に関する注記

（2）関係会社に対する金銭債権・債務

５.損益計算書に関する注記

関係会社との取引高
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株式の種類 当事業年度期首の株式数（株） 当事業年度増加株式数（株） 当事業年度減少株式数（株） 当事業年度末の株式数（株）

普通株式 412,326 － － 412,326

（繰延税金資産）

貸倒引当金 45,785 千円

賞与引当金 6,273

未払事業税 8,252

未払費用 948

長期未払金 27,417

退職給付引当金 149,684

投資有価証券評価損 917

投資損失引当金 3,549

その他 18,119

小計 260,949

評価性引当額 △80,492

合計 180,457 千円

種類 会社等の名称 所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合(%)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末

残高

(千円)役員の

兼任等
事業上の関係

子会社
株式会社

大田ウィングス

東京都

大田区
15,000

不動産

賃貸業

（所有）

直接100
あり 資金の援助

資金の回収 111,456

短期

貸付金
111,456

長期

貸付金
2,331,288

利息の受取

(注)
25,029

前受

収益
1,940

６.株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び数に関する事項

７.税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

８.関連当事者との取引に関する注記

（1）子会社及び関連会社等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 貸付金の金利につきましては、市場金利等を参考にした利率としております。
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種類 会社等の名称 所在地

資本金又

は出資金

（千円）

事業の内容

又は職業

議決権等の所

有（被所有）

割合(%)

関連当事者との関係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

(千円)
役員の

兼任等
事業上の関係

役員及びそ

の近親者が

議決権の過

半数を有し

ている会社

株式会社

大森花卉

東京都

大田区
10,000 生花仲卸

（被所有）

直接0.3
なし

当社取扱商

品の販売

受託品等

の取扱い

(注1)

2,747,109

(注2)
売掛金 224,805

株式会社

フローラルジャパン

東京都

大田区
15,000 生花仲卸

（被所有）

直接0.1
なし

当社取扱商

品の販売

受託品等

の取扱い

(注1)

709,194

(注2)
売掛金 87,325

(1)１株当たり純資産額 982円55銭

(2)１株当たり当期純利益 44円53銭

（2）役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注)1.一般取引先と同様であります。

　　2.取引金額は受託品等の取扱金額であり、売上高とは異なります。

９.収益認識に関する注記

　連結注記表「７.収益認識に関する注記」に記載しているため、注記を省略しており

ます。

10.１株当たり情報に関する注記

11.重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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取 締 役 会 御中

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 柿 原 佳 孝
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 近 田 直 裕

独立監査人の監査報告書

2023年５月11日

株  式  会  社　大　田　花　き

興　亜　監　査　法　人
　東京都千代田区

　
監査意見

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社大田花

きの2022年4月１日から2023年3月31日までの連結会計年度の連結計算書

類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社大田花き及び連結

子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益

の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、

「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監

査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連

結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切

な監査証拠を入手したと判断している。

連結計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の

責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査委

員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ

る執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。当監査法人の

連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれて

おらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するもので

はない。連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記

載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と連結計算書

類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるか

どうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載

内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。当監査

法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがある

と判断した場合には、その事実を報告することが求められている。その

他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に対する経営者並びに監査委員会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。

これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び

運用することが含まれる。
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連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づ

き連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企

業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任

がある。

監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行

役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

連結計算書類の監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連

結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについ

て合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書

類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬によ

り発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用

者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があ

ると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業

的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま

た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。

監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明

するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、

状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部

統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営

者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の

妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切

であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実

性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な

不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注

記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算

書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項

付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告

書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況に

より、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関

連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに

連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかど

うかを評価する。

・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社

の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監査人は、

連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任があ

る。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時

期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重

要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職

業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため

にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認

会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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取 締 役 会 御中

指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 柿 原 佳 孝
指 定 社 員
業務執行社員

公認会計士 近 田 直 裕

独立監査人の監査報告書

2023年５月11日

株  式  会  社　大　田　花　き

興　亜　監　査　法　人
　東京都千代田区

　

監査意見

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社

大田花きの2022年４月１日から2023年３月31日までの第35期事業年度の

計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書

及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）

について監査を行った。

　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の

財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。

監査意見の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、

「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査

法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしてい

る。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入

手したと判断している。

計算書類に係る会計監査報告
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その他の記載内容

　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の

責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査委

員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用におけ

る執行役及び取締役の職務の執行を監視することにある。当監査法人の

計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれてお

らず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するものでは

ない。計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内

容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は

当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか

検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に

重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。当監査法人

は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判

断した場合には、その事実を報告することが求められている。その他の

記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
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計算書類等に対する経営者並びに監査委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会

計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。こ

れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し

適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

することが含まれる。

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき

計算書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に

関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任があ

る。

　監査委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における執行

役及び取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計

算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて

合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に

対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発

生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意

思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判

断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に

従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業

的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。ま

た、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。

監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の

基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す

るためのものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状

況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統

制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営

者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の

妥当性を評価する。
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・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切で

あるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性

が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不

確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の

注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を

表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日まで

に入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連

する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算

書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを

評価する。

監査人は、監査委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時

期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重

要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について

報告を行う。

監査人は、監査委員会に対して、独立性についての我が国における職

業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与

えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するため

にセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定

により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監　査　報　告　書

　当監査委員会は、2022年４月1日から2023年３月31日までの第35期事業年

度における取締役及び執行役の職務の執行について監査いたしました。その

方法及び結果につき以下のとおり報告いたします。

１. 監査の方法及びその内容

　監査委員会は、会社法第416条第１項第１号ロ及びホに掲げる事項に関

する取締役会決議の内容並びに当該決議に基づき構築されている会社の内

部統制にかかる体制全般について取締役及び執行役並びに使用人等からそ

の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を

求め、意見を表明するとともに、下記の方法で監査を実施しました。

①監査委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部監

査部門等と連係の上、重要な会議に出席し、取締役及び執行役等から

その職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求

め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を

調査しました。また、子会社については、子会社の取締役、監査役等

と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報

告を受けました。

②会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理

基準」（2005年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨

の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別

注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結

損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討い

たしました。

監査委員会の監査報告
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２. 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役及び執行役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは

定款に違反する重大な事実は認められません。

③会社の内部統制にかかる体制に関する取締役会の決議の内容は相当で

あると認めます。また、当該会社の内部統制にかかる体制に関する事

業報告の記載内容並びに取締役及び執行役の職務の執行についても、

指摘すべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

（３）連結計算書類の監査結果

会計監査人興亜監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めま

す。

2023年５月26日

株式会社大田花き 監査委員会

監査委員 内 田 善 昭 ㊞

監査委員 奥 野 義 博 ㊞

監査委員 川 田 光 太 ㊞
　

（注）監査委員　内田善昭、奥野義博及び川田光太は、会社法第２条第15号及び第400条第

３項に規定する社外取締役であります。

以　上
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株主総会参考書類

候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

１

いそ

磯

 

　

むら

村

 

　

のぶ

信

 

　

お

夫

(1950年２月16日)
【再　任】

1973年３月 株式会社大森園芸市場（現株式
会社大森園芸）入社

1975年４月 同社取締役（現任）
1989年１月 当社設立専務取締役
1994年２月 当社代表取締役社長
2002年８月 花き施設整備有限会社取締役

（現任）
2005年６月 当社取締役兼代表執行役社長

（現任）
当社取締役会会長（現任）
当社指名委員長
当社報酬委員長

2007年１月 株式会社大田花き花の生活研究
所取締役（現任）

2014年４月 株式会社大田ウィングス代表取
締役社長（現任）

2021年６月 当社指名委員（現任）
当社報酬委員（現任）

（重要な兼職の状況）
　株式会社大森園芸取締役
　花き施設整備有限会社取締役
　株式会社大田花き花の生活研究所取締役
　株式会社大田ウィングス代表取締役社長

160,000株

【選任理由】
磯村信夫氏は、常に先を見据えた経営戦略と強力なリーダーシップにより、
長年に亘り当社の経営の指揮を執り、企業価値の向上に貢献してまいりまし
た。その実績、能力、企業経営者としての豊富な経験と卓越した見識を活か
し、当社の事業推進と企業価値向上に必要不可欠であると判断したため、引
き続き取締役候補者といたしました。

議案　取締役９名選任の件

　本総会終結の時をもって取締役９名は任期満了となります。つきまして

は、指名委員会の決定に基づき、取締役９名の選任をお願いするものであり

ます。

　取締役候補者の略歴は次のとおりであります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

２

なか

中

 

　

やま

山

 

　

とし

俊

 

　

ひろ

博

(1946年３月21日)
【再　任】

【社外取締役】

1969年４月 住友商事株式会社入社
1979年６月 同社青果部長代理
1979年６月 住商フルーツ株式会社常務取締役

1995年５月 米国住友商事会社副社長
2006年４月 ミツワ自動車株式会社代表取締

役社長
2008年６月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員（現任）
当社報酬委員（現任）

－

【選任理由および期待される役割の概要】
中山俊博氏は、国内外の企業経営を通じて培った豊富な経験とグローバルな
視点および高い見識を有しており、当社の経営に対する様々な助言や意見を
いただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。
同氏には、自らの豊富な経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強
化への貢献および幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって15年となります。

３

おく

奥

 

　

の

野

 

　

よし

義

 

　

ひろ

博

(1952年４月25日)
【再　任】

【社外取締役】

1978年４月 日本鋼管株式会社（現ＪＦＥエ
ンジニアリング株式会社）入社

2009年４月 ＪＦＥネット株式会社取締役
2010年５月 ＪＦＥアドバンストライト株式

会社代表取締役社長
2014年６月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員（現任）
当社報酬委員

2018年６月 当社監査委員（現任）

－

【選任理由および期待される役割の概要】
奥野義博氏は、企業経営を通じて培った豊富な経験と高い見識および卸売市
場分野についての専門知識を有しており、当社の経営に対する様々な助言や
意見をいただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしまし
た。
同氏には、自らの豊富な経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強
化への貢献および幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって９年となります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

４

きく

菊

 

　

た

田

 

　

いち

一

 

　

ろう

郎
(1957年５月24日)

【再　任】
【社外取締役】

1983年３月 株式会社流通研究社入社
1990年４月 同社月刊「無人化技術（現マテ

リアルフロー）」編集長
2011年６月 同社専務取締役
2015年12月 一般社団法人日本マテリアルフ

ロー研究センター代表理事
2016年11月 同法人常務理事
2017年６月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員（現任）
当社報酬委員（現任）

2017年７月 株式会社流通研究社代表取締役社長
2020年６月 L-Tech Lab代表（現任）
2020年６月 株式会社日本海事新聞社顧問
2021年１月 ハコベル株式会社顧問（現任）
（重要な兼職の状況）
　L-Tech Lab代表

－

【選任理由および期待される役割の概要】
菊田一郎氏は、企業経営を通じて培った豊富な経験と高い見識および流通・物
流業界についての専門知識を有しており、当社の経営に対する様々な助言や意
見をいただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。
同氏には、自らの豊富な経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強
化への貢献および幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって６年となります。

５

お

小

 

　

がわ

川

 

　

まさ

正

 

　

のり

則
(1949年７月16日)

【再　任】
【社外取締役】

1972年４月 坂田種苗株式会社（現株式会社
サカタのタネ）入社

2003年９月 サカタ・オーナメンタルズ・
ヨーロッパ副社長

2006年５月 株式会社長野セルトップ副社長
2008年６月 日本ジフィーポット・プロダク

ツ株式会社代表取締役社長
2018年６月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員（現任）
当社報酬委員（現任）

－

【選任理由および期待される役割の概要】
小川正則氏は、企業経営を通じて培った豊富な経験と高い見識および園芸種苗
業界についての専門知識を有しており、当社の経営に対する様々な助言や意見
をいただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。
同氏には、自らの豊富な経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強
化への貢献および幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって５年となります。

－ 52 －



候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

６

す

須 

ま

磨 

か

佳 

つ

津 

え

江

(1949年５月13日）
【再　任】

【社外取締役】

1972年４月 日本放送協会（略称NHK）入社
1976年４月 フリーキャスター（現任）
1994年４月 「趣味の園芸」キャスター
2003年５月 「ラジオ深夜便」火曜日アンカー

（現任）
2004年４月 「須磨佳津江の園芸散歩」キャ

スター
2006年８月 東京農業大学地域環境科学部造

園科学科　客員教授
2009年６月 公益財団法人日本花の会　理事

(現任)
2010年７月 社団法人日本インドア・グリー

ン協会（現一般社団法人日本イ
ンドア・グリーン協会）理事
（現任）

2011年６月 一般財団法人日本花普及センター
評議員（現任）

2012年６月 公益社団法人園芸文化協会
理事（現任）

2013年４月 公益財団法人都市緑化機構
評議員（現任）

2021年６月 当社社外取締役（現任）
当社指名委員（現任）
当社報酬委員（現任）

－

【選任理由および期待される役割の概要】
須磨佳津江氏は、キャスターとして培った豊富な経験と高い見識を有し、特
に園芸キャスターとして園芸に深い造詣を有しており、また、事業運営を通
じて培った経験と見識を活かし、当社の経営に対する様々な助言や意見をい
ただけるものと判断し、社外取締役候補者といたしました。
同氏には、自らの豊富な経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強
化への貢献および幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって２年となります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

７

うち

内

 

　

だ

田

 

　

よし

善

 

　

あき

昭

(1969年12月23日)
【再　任】

【社外取締役】

1992年４月 井上斎藤英和監査法人(現
有限責任あずさ監査法人)入社

1994年３月 公認会計士登録
1995年９月 内田善昭公認会計士事務所開設

同事務所所長（現任）
1996年４月 内田善三公認会計士事務所入所

（現任）
2003年３月 税理士登録
2008年６月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員
当社報酬委員
当社監査委員

2015年５月 株式会社マックハウス監査役
2015年６月 当社監査委員長（現任）
2016年７月 当社報酬委員
(重要な兼職の状況）
　内田善昭公認会計士事務所所長

－

【選任理由および期待される役割の概要】
内田善昭氏は、公認会計士および税理士として財務・会計に関する豊富な専
門知識、知見を有しており、当社の経営・監査機能強化に向けた様々な助言
や意見をいただけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしま
した。
同氏には、自らの専門知識と知見に基づき、業務執行の監督機能強化、監査
機能強化への貢献および幅広い専門的視点からの助言や意見を期待しており
ます。
なお、同氏は、会社経営に関与した経験はありませんが、上記理由により社
外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって15年となります。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

８

いそ

磯

 

　

むら

村

 

　

たか

隆

 

　

お

夫

(1976年８月20日)
【再　任】

2007年７月 フィリップモリスジャパン株式会社
（現フィリップモリスジャパン合同
会社）入社

2011年９月 株式会社大森園芸ホールディン
グス代表取締役社長（現任）

2012年３月 株式会社大森園芸代表取締役社長

（現任）
2016年６月 当社取締役（現任）

当社指名委員
当社報酬委員（現任）

2017年６月 当社監査委員
2021年６月　当社指名委員長（現任）
2022年５月 フィリップモリスジャパン合同会社 

セールスストラテジー マネージャー
2023年1月 フィリップ モリス フォーチュン タバコ

（PMFTC Inc.）RRP部門
　　　　　　　トレードストラテジー マネージャー

（現任）
（重要な兼職の状況）
　株式会社大森園芸ホールディングス代表取締役社長

　株式会社大森園芸代表取締役社長

　フィリップ モリス フォーチュン タバコ RRP部門
　トレードストラテジー マネージャー

－

【選任理由】
磯村隆夫氏は、グローバル企業において、海外業務、営業企画、マーケティ
ング業務、経営企画を中心とした豊富な経験とグローバルな視点および高い
見識を有しており、その豊富な経験と高い見識を活かし、当社の企業価値向
上に貢献することができると判断したため、引き続き取締役候補者といたし
ました。
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候補者
番　号

ふ り が な

氏　　　　名
（生年月日）

略歴、当社における地位、担当
（重要な兼職の状況）

所有する当社
株 式 の 数

９

かわ

川

 

　

だ

田

 

　

こう

光

 

　

た

太

(1984年３月25日）
【再　任】

【社外取締役】

2006年４月 丸紅株式会社入社
2017年４月 東京青果株式会社入社 顧問
2017年５月 東京青果貿易株式会社常務取締役

2017年６月 東京青果株式会社取締役
2018年６月 同社常務取締役
2019年６月 当社社外取締役（現任）

当社指名委員
当社報酬委員

2021年５月　東京青果貿易株式会社専務取締役

（現任）

2021年６月　東京青果株式会社専務取締役
（現任）
当社報酬委員長（現任）
当社監査委員（現任）

2022年１月　東一神田青果株式会社専務取締役

（現任）

(重要な兼職の状況)
　東京青果株式会社専務取締役
　同社代表取締役社長（2023年6月就任予定）

－

【選任理由および期待される役割の概要】
川田光太氏は、企業経営を通じて培った経験と高い見識および卸売業界につ
いての専門知識を有しており、当社の経営に対する様々な助言や意見をいた
だけるものと判断し、引き続き、社外取締役候補者といたしました。
同氏には、自らの経験と高い見識等に基づき、業務執行の監督機能強化への
貢献および幅広い経営的視点からの助言や意見を期待しております。
同氏は、現在当社の社外取締役でありますが、社外取締役としての在任期間
は、本総会終結の時をもって４年となります。
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候補者

番　号
氏　名 事業経営

法務/

リスク管理

会計/

財務/税務

IT/

デジタル
環境/社会 グローバル

１ 磯 村 信 夫 ● ●

２ 中 山 俊 博 ● ● ●

３ 奥 野 義 博 ● ● ●

４ 菊 田 一 郎 ● ● ●

５ 小 川 正 則 ● ● ●

６ 須磨佳津江 ● ●

７ 内 田 善 昭 ●

８ 磯 村 隆 夫 ● ●

９ 川 田 光 太 ● ●

（注）１. 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 中山俊博、奥野義博、菊田一郎、小川正則、須磨佳津江、内田善昭、川田光太の各氏

は、社外取締役候補者であります。

３. 当社は、内田善昭氏と奥野義博氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指

定し、同取引所に届け出ております。なお、両氏の再任が承認された場合には、引き

続き独立役員とする予定であります。

４. 社外取締役としての独立性および社外取締役との責任限定契約について

（1）社外取締役候補者の独立性について

① 社外取締役候補者は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者の業務執

行者になったことはありません。

② 社外取締役候補者は、いずれも過去に当社または当社の特定関係事業者から多額

の金銭その他の財産を受けたことはなく、今後も受ける予定はありません。

③ 社外取締役候補者は、いずれも当社または当社の特定関係事業者の業務執行者と

三親等以内の親族関係はありません。

（2）社外取締役との責任限定契約について

　当社は、社外取締役として有用な人材を迎えることができるよう、現行定款におい

て、社外取締役との間で、当社への損害賠償責任を一定の範囲に限定する契約を締結

できる旨を定めております。当社は、中山俊博、奥野義博、菊田一郎、小川正則、須

磨佳津江、内田善昭、川田光太の各氏との間で責任限定契約を締結しております。各

氏の再任が承認された場合、当該責任限定契約を継続する予定であります。（契約内

容の概要は、事業報告の「責任限定契約の内容の概要」に記載のとおりです。）

（ご参考）取締役候補者のスキルマトリックス

以上
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( TEL　03-3799-5431
株式会社大田花き　総務ティーム)

流通センター駅　出発時間　　９時30分　　10時00分

●東京モノレール流通センター駅より徒歩で約15分
●JR大森駅より京急バスで約20分
●京浜急行平和島駅より京急バスで約10分

株主総会会場ご案内図
会　場　東京都大田区東海三丁目２番１号

東京都中央卸売市場大田市場
事務棟２階　大ホール
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大田市場内案内図

【直通バスのご案内】
　東京モノレール流通センター駅前から株主総会会場（大田市場事務棟）への直通
バスをご用意しておりますのでご利用ください。

　株主総会終了後は東京モノレール流通センター駅経由ＪＲ大森駅への直通バスを
ご用意しております。

【会場までの交通】


